大学発ベンチャーの活性化による競争力強化への提言 ~人材供給エコシステムの構築へ~ by 川村 聡宏
 - 1 - 
 
〈専門職学位論文〉                                                 2018 年 3 月修了（予定）  
 
大学発ベンチャーの活性化による競争力強化への提言 
～人材供給エコシステムの構築へ～ 
 
学籍番号：57164011 -4 氏名：川村 聡宏 
ゼミ名称：長谷川 博和ゼミ 
主査：長谷川 博和 教授 
副査：牧 兼充 准教授 副査：瀧口 匡 客員教授 
 
概 要 
日本は技術立国と言われて久しい。しかしながら、20 年を見ると新商品はアメリカ
発の商品が多くなっている。スマートフォンしかり、電気自動車しかりである。この
状況で日本の民間企業研究投資は、市場競争の激化と共に減少している。その一方で
大学は基礎研究を進め、特許申請件数も伸びている。 
同様な課題が 1970 年代のアメリカでも発生しており、その打破する施策として、大
学の知見を民間に活用して、競争力向上へとつなげることを目指し、大学が持つ知的
財産情報を基に起業できる仕組みをバイドール法により確立した。大学発ベンチャー
制度の効果が確認された結果、各国でも同様な制度が施行され、各国独自の手法なが
らも競争力向上を求め、実現している。日本でも同様に実施した。アメリカでは毎年
1,000 社を超える大学発ベンチャーが創設される状況に対して、日本ではこの 10 年間
で減少の一途を辿っている。政府の後押しもあり、魔の川、死の谷、ダーウィンの海に
乗り出すための資金も政策的に準備し、海外の成功モデルを採用したにもかかわらず、
なぜ日本の大学発ベンチャーは成長していないのか。経営資源に原因があるとみなし、
国立大学、老舗の大学発ベンチャー向けベンチャーキャピタル、シリコンバレー発の
ベンチャーキャピタルを対象にインタビューを行い、それを基に課題を整理し、仮説
の検証とインタビューで発見した課題に対して、新しい人材供給の仕組みの提言を行
う内容である。 
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第１章 はじめに 
第１節 研究の背景 
 日本は科学技術立国と言われ、日本から世界へ発信する商品が多々あった時期もあ
った。民間企業の研究開発の成果として、セイコーのクォーツ時計、本田技研工業の
CVCC エンジン、ソニーのウォークマンと様々な例が挙げられる。ただ、近年の民間企
業は世界的な競争の激化に伴い、研究開発投資を短期的成果がでる研究に振り向けて
いる。直近の経済産業省の報告によると、日本企業の研究開発の内訳としては、9 割程
度が既存技術の改良型に投じられ、数％が応用研究段階の商品化が可能な市場開拓型
研究に投じられている。一方で、基礎研究となると１～２％程度とかなり低い比率と
なっている。また、民間企業の特許の出願件数もピークである 2000 年と比較すると、
2015 年では 33％減という結果が出ている [特許庁, 2017]。特にリーマンショック以
降は減少傾向が続いている。 
こうした中で、特許を逆に増やしているのが大学等の研究機関である。大学は 2004 
年の国立大学法人化以降、急激に増加している。2004 年は 4,604 件の出願数であった
が、2016 年は 7,223 件と 156％増となっている。科学研究費助成事業の金額は 2004 年
の 1,830 億円より、2016 年には 2,273 億円と 124％増となっている。今後、民間企業
側で中長期的な視野での基礎研究への投資が厳しくなっていくことを考えると益々大
学が基礎研究に占める比率が上がっていくことも想定される。 
 今後、日本が科学技術立国として、イノベーションを起こしていくためには、こう
した大学における基礎研究を活用、もしくは取り込んでいく必要があると考える。し
かしながら、この特許の増加に対して、その技術を活用した大学発ベンチャーの創出
件数は増加していない。その一方で政府施策では、日本経済の競争力向上には大学発
ベンチャーが必要ということが全面的に掲げられており、多額の予算と施策が実施さ
れている。学生ベンチャーや IT ベンチャーの成功事例はしばしば出てくるが、大学発
ベンチャーの成功事例はあまり聞かれない。従い、上述の基礎研究は進められてはい
るが、実際に世の中に活用されていない状況というギャップが想定される。本稿では
大学発ベンチャー創出に阻害要因を想定し、大学発ベンチャーに関わるステークホル
ダーにヒアリングを行う。その阻害要因を追求し、現行制度での課題について検討を
進めていく。 
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図表 1：大学等からの特許出願件数の推移 
 
出所：「特許行政年次報告書 2017 年版」2017,特許庁 
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第 2 節 本論文の構成 
第 2 章では、大学発ベンチャーの成立の経緯を確認し、その上で先行している米国
における大学発ベンチャーの発展状況を確認する。また、その他の諸外国での取り組
み状況も併せて確認を行う。その中で大学発ベンチャーについての定義を行った上で、
日本における大学発ベンチャーの取り組みと現状を確認する。 
 第 3 章では、先行研究を基に大学発ベンチャーは本当に必要なのかという前提につ
いて検討したうえで、経営資源であるヒト・モノ・カネのうち、技術というモノに該当
する部分は除き、ヒトとカネに着目し、現状の研究での議論を整理する。その上でリ
サーチクエスチョンと仮説を提示する。 
 第 4 章では、提示した仮説に対し、実際の組織研究を行う。インキュベーション施
設を持つ国立大学、ベンチャーキャピタルへのインタビューを行い、その結果を整理
することにより仮説を検証する。 
 第 5 章では、仮説の検証結果をふまえ、現行の大学発ベンチャーの課題を整理した
上で、提言を行い、本稿の結びとする。 
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第 2 章 大学発ベンチャーの概要 
第 1 節 大学発ベンチャーの制定以前 
大学発ベンチャーの起源はアメリカに始まる。アメリカでは、第二次世界大戦中に
兵器開発のために、フランクリン・D・ルールベルト大統領により、科学知識と技術を
持つ人材をヨーロッパから輸入した。更に自国で科学者を育てる方法をヴァネヴァ
ー・ブッシュにより検討され、公共および民間セクターの研究活動を援助し、大学の
基礎研究に対して、連邦政府の資金増加を進めた。そして、強力かつ独立した組織と
して、1950 年に大戦中の軍事技術研究の体制を維持するためにアメリカ国立科学財
団 (NSF)を設立した。大学は NSF より研究資金の支援を受け、連携を進めていった。
結果として、大学と政府と企業を対等な関係として位置づけられるようになった。 
大学は多くの学生に専門知識を教えていき、知識を身に着けた人材は民間企業に就
職し、企業内での研究を進めていくこととなる。例として AT&T、GE、デュポン、IBM、
HP、ゼロックスのように各社は、優秀な人材を活用すべく、研究所を立ち上げた。そ
の結果として、AT&T のベル研究所や IBM のワトソン研究所からノーベル賞受賞者を
輩出するなど、成果を出していくこととなった。 
1970 年代になると、日本経済やドイツ経済が発展を遂げる一方、アメリカ経済は競
争力を失い、不況の中にあった。その当時は連邦政府資金による大学の発明のライセ
ンスや特許を企業に公開していたが、企業は積極的に活用していなかった。連邦政府
は 28,000 の特許を持っていたが、ライセンスされた特許は 5％以下であった。 
1980 年に民主党バーチ・バイ上院議員と共和党ロバート・ドール上院議員を中心と
した超党派議員により、研究をサポートする連邦政府機関のために統一された特許ポ
リシーを作成した Public Law 96-517, Patent and Trademark Act Amendments of 
1980：通称バイドール法を施行した。この法律の主な焦点は、連邦政府の資金で発明
された知的財産を中小企業や大学が商業利用する権利を持てるようにしたことである
。 
バイドール法の主となる目的は以下の通り： 
・大学を含む非営利組織と中小企業は、連邦政府の資金で研究開発された技術を利用
する権利を保持 
・大学は連邦政府の資金を用いた発明を商業利用の促進を推奨 
・大学は選定した発明の特許出願を期待 
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・大学は中小企業にライセンスの優先順位を与えることを期待。 
・政府は世界中で特許を活用するための独占しない 
・政府は権利行使し続けること。 
出所：AUTM,FY2016 AUTM U.S. Licensing Activity Survey,2017 より 
 
このバイドール法はアメリカ経済の不況下における競争力を復活させるために、国
内の知的財産を活用させるための仕組みを成立させた。このバイドール法が制定以降、
大学発ベンチャーの発展に寄与することとなり、日本を含めた諸外国で大学発ベンチ
ャー政策が推し進められる起点となった。 
 
第 2 節 諸外国における大学発ベンチャーの発展 
 バイドール法の成立に伴い、大学が研究機関という位置付けから、研究を活用して
新たな収益源とする動きがでてきはじめた。大学自身が起業家精神を持つようになり、
民間企業と学術機関と結びつくきっかけとなった。実際に大学によって、特許取得や
ライセンス提供、インキュベーターの創出、サイエンスパークの立ち上げ、大学から
の起業、起業者への株式投資という大学発ベンチャーの発展の基盤につながる動きが
始まった。 
この技術移転機関（TTO）のような仲介機関や、既存企業のための研究開発を支援す
るインキュベーターやサイエンスパークの創設や新会社の立ち上げを支援するなどに
つれて、技術普及プロセスを促進した。大学は、社会の改善のために発明をイノベー
ションに貢献し、さらに大学の収入と慈善寄与を高めていった。大学の範囲はこれら
の機能を含むように成長していき、役割を研究機関から変え、経済発展へ貢献する方
向へ向かうことが多くなった。 
同時期に立ち上げられた技術転機関（TTO)は、1980 年代までには 88 校、1990 年代
に 67 校、2000 年以降には 36 校が大学発ベンチャーのプログラムを設置している。 
[The Association of University Technology Managers, 2017]1980 年から 2000 年ま
での間に設立された米国の大学発ベンチャーは、3,376 社 [Shane, 大学発ベンチャー
―新事業創出と発展のプロセス, 2005]が立ち上がっている。2000 年代以降は、米国内
の地域間の競争力の源泉として、地域クラスターの中心となり、大学発ベンチャーも
全米各地に分散して、起業が行われている。 
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大学はイノベーションと経済改革のプロセスにおいて地域経済への役割も大きくな
り、2012 年の起業社数 705 社は約 15,000 人の雇用を創出している。2015 年、2016 年
には年間 1,000 社を超える大学発ベンチャーを創出するまで成長している。徐々に成
長を続け、当初のバイドール法の目的とされた国家の成長力へ寄与するという効果は
出ていると考えられる。併せて、大学のライセンス収入は年間約 30 憶ドルを上げてお
り、大きな作業となっている。 
また、1998 年にスタンフォード大学で検索エンジンの最大企業である Google 社（現
alphabet 社）が創業されている。また、2004 年にはハーバード大学ではソーシャルネ
ットワークの最大企業となる Facebook 社が創業されている。この２社だけでも米国経
済の雇用に貢献しており、Google 社はスタンフォード大学に株式により 336 百万ドル
の収益をもたらした。 
図表 2 全米での単年度単位の大学発ベンチャー起業数 
 
出所：AUTM FY2016 AUTM U.S. Licensing Activity Survey,FY2015 AUTM U.S. Licensing Activity 
Survey , FY2012 AUTM U.S. Licensing Activity Survey をもとに著者作成 
 
また、大学発ベンチャーにおいては、上述のように地方に分散していることは、AUTM
によると 2016 年度の起業数上位 20 校の大学の状況を見るとわかる。また、対象のプ
ログラムを保持する大学/研究機関は 191 校あり、上位 10 校で 30％、上位 20 校で 45％
を占めるように集中している状況にある。私立や州立に偏ることもないことも特徴と
いえる。 
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図表 3  2016 年の米国における大学別起業数ランキング 
大学名 州 
2016 年度 
起業社数 
University of California System カリフォルニア州 86 
University of Texas System テキサス州 33 
Stanford University カルフォルニア州 32 
Purdue Research Fdn. インディアナ州 27 
University System of Maryland メリーランド州 26 
Massachusetts Inst. of Technology (MIT) マサチューセッツ州 25 
Johns Hopkins University メリーランド州 22 
University of Washington/ Wash. Res. Fdn. ワシントン州 21 
Columbia University ニューヨーク州 20 
Brigham Young University ユタ州 19 
University of Minnesota ミネソタ州 17 
University of Florida フロリダ州 17 
University of Arizona アリゾナ州 14 
University of Iowa Research Fdn. アイオワ州 13 
Harvard University マサチューセッツ州 13 
Res. Fdn. for State University of New York ニューヨーク州 13 
University of Illinois, Chicago, Urbana イリノイ州 13 
Arizona State University アリゾナ州 13 
University of Pennsylvania ペンシルベニア州 13 
University of Pittsburgh ペンシルベニア州 13 
出所：「FY2016 AUTM U.S. Licensing Activity Survey」The Association of University Technology 
Managers, 2017 より著者作成 
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 欧州では、欧州連合（EU）という１つの組織体ではあるが、実際には各国毎に法制
度が異なる。米国での起業時の資金供給とされる３F（家族、父親、友人）というス
タートアップの資金調達が困難であり、その支援制度として、ベンチャーキャピタル
方式に加えて、応用研究から試作品に至るまでの過程を行政側でに担う方式も採用さ
れている。具体例としてはドイツの公的研究機関であるフラウンホーファーがあげら
れる。この組織は、ドイツ国内に 67 の研究所と 2.3 万人の職員を保持し、年間 20 億
ユーロの資金で応用研究を行っている。また、政策面での政府によるファンドも、
1997 年ベルギー、1998 年英国、1999 年フランス、2000 年ドイツ、2003 年スウェーデ
ンと法制度化されている。TLO 法もほぼ同時期に成立しており、早期に制度が確立し
ている。図表４よりも欧州では活発に大学発ベンチャーが立ち上がっていることがわ
かる。 
 
図表 4 国際的な大学発ベンチャー創業数 
 
出所：「Academic Entrepreneurship in Europe」Wright Mike ら. (2008)より. 
 アジア圏ということで、中国を取り上げる。中国では大学の研究・教育・財政を一体
的に運用するモデルを採用する独自方式を採用している。現地では校弁企業という名
称で運営されている。この運営は大学と地方政府が双方で出資し、一体型で運営がさ
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れている。大きな校弁企業としては、北京大学による北大方正集团有限公司、清華大
学による同方股份有限公司が存在する。従い、制度面も含めて、発展できるように支
援がなされる。下記の図表で見られるように起業数は整理されているが、売上総額は
2009 年時点で 2 兆 4000 億円（1 元＝17 円）を超える市場を創出している。 
図表 5：中国校弁企業経営状況の推移（1997－2009 年） 
 
出所：「中国における産学官連携とハイテク産業の創出」2008,金花より 
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第 3節 大学発ベンチャーの定義 
 大学発ベンチャーの定義には、先行研究や各国の政府の解釈により異なっている状
況である。大きく分けると２つの軸が存在している。第 1 は大学での研究成果である
知的所有権を活用する企業を指すものである。第２は大学の人材を活用した起業を指
すものである。 
 まず、第 1 の知的所有権を基にした大学発ベンチャーについては、アメリカが主で
定義されている。Shane(2005)によると「大学で研究・開発された何らかの知的財産を
基盤として創業された新規企業」と定義されている。大学技術移転マネージャー協会
(AUTM)においても、起業時に知的所有権を割り当てもしくはライセンスを受けた企業
を指すとしている。ライセンスや研究成果を使われない現役学生や教員が起業した会
社は含まれない。同様に大学がライセンスや特許を保持せず、大学教授や学生個人が
保持する特許やライセンスを活用したものは含まれないとされている。範囲は限定さ
れているが、明確な範囲となっている。 
 第 2 の人材による定義を行っているのは日本である。しかしながら、その範囲も省
庁間で範囲が異なる。 
◇経済産業省では、 
１．研究成果ベンチャー：大学で達成された研究成果に基づく特許や新たな技術・ビ
ジネス手法を事業化する目的で新規に設立されたベンチャー  
２．協同研究ベンチャー：創業者の持つ技術やノウハウを事業化するために、設立 5 
年以内に大学と協同研究等を行ったベンチャー  
３．技術移転ベンチャー：既存事業を維持・発展させるため、設立 5 年以内に大学
から技術移転等を受けたベンチャー  
４．学生ベンチャー：大学と深い関連のある学生ベンチャー  
５．関連ベンチャー：大学からの出資がある等その他、大学と深い関連のあるベンチ
ャー 
以上のように、経済産業省 産業技術環境局⼤学連携推進室(2017)によると、このい
ずれかに該当する企業は大学発ベンチャーとみなすと定義している。 
これに対して、 
◇文部科学省及び科学技術・学術政策研究所では、 
１．特許による技術移転ベンチャー：大学（等）の教職員・研究職員・ポスドク（教
 - 14 - 
 
職員等）、学生・院生（学生等）を発明人とする特許をもとに起業したベンチャー 
２．特許以外による技術移転、研究成果活用ベンチャー：上記１．以外の大学（等）
で達成された研究成果または習得した技術に基づいて起業したベンチャー 
３．人材移転ベンチャー：大学（等）の教職員等、学生等がベンチャーの設立者もし
くは、その設立に深く関与するなどして起業したベンチャー 
＊現職の教職員、学生等が関与したのに加え、教職員等、学生等が退職、卒業した場
合については、当該ベンチャー設立までほかの職に就かなかった場合または退職や
卒業等から起業までの期間が 1 年以内の事例に限り含む 
４．出資ベンチャー：大学（等）、TLO やこれらに関連のあるベンチャーキャピタル
がベンチャーの設立に際して、出資をしたベンチャー 
と定義している。 
知的所有権によるもの、人材によるものと両方ともに大学が関係している以上は、
大学発ベンチャーと捉えることは可能である。しかしながら、史学的な観点からは大
学による知的所有権を活用して、国家の競争力を強めるために大学発ベンチャーを立
ち上げていく方針で、バイドール法やそれに準じた日本版バイドール法（後述）が施
行されている。従い、本来の成立意図に準じた前者の知的所有権を基にした大学発ベ
ンチャーを対象として、本稿以降の検討を進めていくことする。  
 
第 4節 日本の大学発ベンチャーに対する施策 
日本における大学発ベンチャーを開始する環境の整備は、1999 年の産業活力再生特
別措置法第 30 条の制定に始まる。1999 年に日本経済の競争力強化が課題となり、産業
競争力会議 において、民間側から政府委託資金による研究開発から派生した特許権等
を国が所有することから、民間でも活用できるように改善する提言が行われた。その
結果として、産業競争力強化対策において、米国バイドール法を参考にし、見直しが
行われた。 
 2001 年 3 月、政府施策として科学技術基本計画を作成し、「総合科学技術会議は、内
閣総理大臣のリーダーシップのもと、政策推進の司令塔として、省庁間のタテ割りを
排し、先見性と機動性を持って運営し、経済財政諮問会議、高度情報通信ネットワー
ク社会推進本部（IT 戦略本部）などと緊密な連携をとる」との閣議決定が行われた。
平沼議員により、「新市場・雇用創出に向けた重点プラン」、通称平沼プランを提出し、
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「政策課題（新市場・雇用創出に向けた１５の提案）の中の一番目の施策として、「新
産業創出に向けたイノベーションシステムの構築・ベンチャー育成、イノベーション
基盤の整備（大学改革、学から産への技術移転戦略による「大学発ベンチャー3 年 1000
社」の創出）」を提示した。 
この際に、国立大学教員の兼職の容認、承認 TLO（知財移転機関）の支援、技術経営
教材開発支援など施策を実行してきた。その結果として、2004 年には目標である 1000
社を大きく上回る形で達成することとなった。その後も、継続的に増加し続けるが、
2008 年をピークに 10 年間は成長が停滞することとなる。 
 
図表 6：⼤学発ベンチャー設⽴数の推移 
 
出所：「平成２8 年度⼤学発ベンチャー調査 調査結果概要」2017,経済産業省 産業技術環境局大学連携推
進室を基に作成 
 
 これに対して、2012 年に文部科学省が大学発新産業創出拠点プロジェクト(START 事
業)を 3 か年計画により開始した。「発明（特許）の段階から、大学の革新的技術の研
究開発支援と、チームによる事業育成を一体的に実施し、新産業・新規市場のための
大学発日本型イノベーションモデルを構築（経験・知見の蓄積、人材育成等による持
続的なイノベーションモデルを構築）」するというものである。そして、民間の経験を
活用して、技術シーズを商用化することを目的とした。そのために、民間企業を事業
プロモーターとして選定し、大学側の大学・独立行政法人等の研究者の技術シーズの
申請を元に、有望シーズの選定を行う。この事業プロモーターと研究者は共同で事業
化プランを作成し、プロジェクトの申請を行い、事業化までを進めるというものだっ
55 62 70 84 97 112
130 165
215
294
420
566
747
960
1207
1430
1627
1755 1807 1749 1773
1851
0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800
2000
 - 16 - 
 
た。魔の川から死の谷を乗り越えるまでを支援するものである。その後、2015 年度か
ら科学技術振興機構に移管され、現在まで継続的に実施されている。 
 
図表 7 事業化過程の魔の川・死の谷・ダーウィンの海と大学発アントレプレナーシ
ップ 
 
出所：「日本の大学発ベンチャー―転換点を迎えた産官学のイノベーション」2010, 桐畑 哲也をもとに
著者作成 
 
その後、大学発ベンチャーの資金調達が課題となり、大学の研究成果を活用した新
産業の創出のために、事業化資金として、2012 年に予算 1,200 億円を各大学発ベンチ
ャー支援ファンドに投資するスキームを作成した。こうして、応用研究から試作品作
成、そして、事業化資金まで支援する仕組みを提供した。経済産業省の傘下にある新
エネルギー・産業技術総合開発機構においても、基礎研究から実用化、事業化という
段階までの支援する仕組みを構築している。また、実用化フェーズは民間のベンチャ
ーキャピタルを認定ベンチャーキャピタルとして、採用している。 
利用先の技術により、監督官庁が異なる場合は、各々の官庁毎に推進策が出されて
いる。2017 年時点では６省庁 15 機関に支援する制度が準備しており、基礎研究から事
業化段階という死の谷からダーウィンの海までの範囲を支援する制度が確立している。 
このように 2014 年 6 月の日本再興戦略の中に“大学改革”の項目を入れ、「今後 10
年間で、20 件以上の『大学発新産業創出』を目指す」との内容で閣議決定がなされた。
 
大学発新産業創出拠点 
プロジェクト 
（科学技術振興機構） 
大学発ベンチャー 
への出資資金（文科省） 
（国立大学等による VC） 
（産業競争力強化法） 
 
 
大大学発事業創出実用化研究開発事業 
（新エネルギー・産業技術総合開発機構） 
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翌年、「「日本再興戦略」改訂 2015」において、「ベンチャー創造の好循環」の確立を目
指す方針が出されるなど、日本の競争力強化の施策として採用され、達成手法として
「国立大学による大学発ベンチャー支援ファンド等への出資を可能とする」とされて
いている。この時点では TLO 等を経由する形での出資が可能であった。 
2017 年 8 月 1 日付で文部科学省より国立大学においても「国立大学法人及び大学共
同利用機関法人が株式及び新株予約権を取得する場合の取扱いについて（通知）」の通
知が出されて、承認 TLO及び国立大学にも株式の長期保有が認められるようになった。
このように国立大学自体が大学発ベンチャーより、キャピタルゲインや配当を直接得
ることができる状態になった。 
図表 8 政府・関連団体のベンチャー支援一覧 
運営元 実施内容 
経済産
業省関
連 
経済産業政策局 新
規産業室 
1. ベンチャー・大企業連携イベント 
2. グローバル起業家等育成プログラム 
3. 中堅・中小企業等イノベーション創出支援プログラム 
4. 企業のベンチャー投資促進税制 
5. 大学・大学院起業家教育推進ネットワーク 
中小企業庁 
1. エンジェル税制 
2. 官公需法の一部改正 
独立行政法人 
中小企業基盤整備機
構（中小機構) 
1. ベンチャーへの成長資金供給 
2. インキュベーション施設の提供 
3. Japan Venture Awards の開催 
4. 創業・新事業支援施設「BusiNest」の運営 
5. 新ビジネス創発拠点「TIP*S」の運営 
独立行政法人 
日本貿易振興機構
（JETRO） 
1. 日本発知財活用ビジネス化支援事業 
「ジェトロ・イノベーション・プログラム（JIP）」 
2. 中小企業等外国出願支援事業 
国立研究開発法人新
エネルギー・産業技
1. Technology Commercialization Program（TCP） 
2. SUI による事業化可能性調査等の実施 
3. シード期の研究開発型ベンチャーに対する事業化支援 
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術総合開発機構
（NEDO） 
4. 企業間連携スタートアップに対する事業化支援 
5. 高度専門産業支援人材育成プログラム（SSA） 
6. オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会 
国立研究開発法人産
業技術総合研究所
（AIST） 
1. スタートアップ開発戦略タスクフォース 
2. カーブアウト事業 
3. ベンチャー技術移転促進措置 
4. 産総研の設備・特許等の現物出資 
独立行政法人 
情報処理推進機構
（IPA） 
1. 未踏会議 
2. 未踏アドバンスト事業 
内閣府  地方創生推進事務局 
1. 国家戦略特区による規制改革 
2. 国家戦略特区における主な起業・開業関連の取組 
「雇用労働相談センター」の設置 
「東京開業ワンストップセンター」の設置 
その他の取組 
総務省 
関連 
情報通信国際戦略局 
1. 独創的な人向け特別枠「異能 vation」プログラム 
2. ICT イノベーション創出チャレンジプログラム（I-
Challenge!） 
国立研究開発法人 
情報通信研究機構
（NICT） 
1. 起業家甲子園 
2. 起業家万博 
文部科
学省 
関連 
科学技術・学術政策
局 
次世代アントレプレナー育成事業 （EDGE-NEXT） 
高等教育局 官民イノベーションプログラム 
国立研究開発法人 
科学技術振興機構
（JST） 
1. 大学発新産業創出プログラム（START） 
2. 出資型新事業創出支援プログラム（SUCCESS） 
3. 産学共同実用化開発事業（NexTEP） 
未来創造ベンチャータイプ 
4. 大学発ベンチャー表彰～Award for Academic Startups～ 
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厚生労
働省 
政策統括官付 
労働政策担当参事官
室 
1. 生涯現役起業支援助成金 
2. 医療のイノベーションを担うベンチャー企業の振興に関す 
懇談会 
農林水
産省 
食料産業局 ６次産業化・新産業創出促進事業（事業化可能性調査） 
政府系 
金融機
関 
株式会社日本政策金
融公庫 
1. 挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン） 
2. 新株予約権付融資制度 
3. 高校生ビジネスプラン・グランプリ 
株式会社日本政策投
資銀行（DBJ） 
DBJ 女性新ビジネスプランコンペティション 
官民フ
ァンド 
株式会社産業革新機
構 
ベンチャーへの成長資金供給 
株式会社地域経済活
性化支援機構 
（REVIC） 
地域経済の活性化に資するベンチャー等への成長資金供給 
および経営支援 
株式会社海外需要開
拓支援機構 
（クールジャパン機
構） 
海外需要開拓に関するベンチャー等への成長資金供給 
出所：「ベンチャー白書 2017 ベンチャービジネスに関する年次報告」2017, 一般財団法人ベンチャーエ
ンタープライズセンターをもとに著者作成 
 
このように大学発ベンチャーを成功に導くために国策としても、毎年のように施策
や予算がとられ、法制化され、実行されている。 
一方で、大学発ベンチャーの創業数の成長に関しては非常に厳しい状況が続いてい
る。具体的には文部科学省、経済産業省の調査データを例に観察すると、大学発ベン
チャーの起業状況としては、減少している傾向がみられる。文部科学省の研究型大学
発ベンチャーの設立数は年々下がっており、また、経済産業省の大学発ベンチャー調
査においても事業会社前の比率が下がっている傾向がみられる。上述のように政府主
導で支援体制は作られているが、新規起業数は減少している状況にある。 
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図表 9 研究開発型大学等発ベンチャーの設立推移 
 
出所：「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」文部科学省,2016 より作成 
 
図表 10：⼤学発ベンチャーの事業ステージの推移 
 
出所：平成２8 年度⼤学発ベンチャー調査 調査結果概要, 経済産業省, 2017/4 
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第 3 章 大学発ベンチャーの課題 
第 1 節 研究の問題意識 
第 2 章で述べた通り、日本の大学発ベンチャーの推進政策は、1999 年の小渕内閣時
代に日本における経営資源の効率的な活用を通じて生産性の向上を実現すべく推
進されたそこから約 10 年後の 2012 年に経った安倍内閣の下で再活性化施策を順次投
入している。その施策は、1999 年時点では米国に準じた施策であったが、2012 年以降
の推進政策は 2000 年以降に欧州で成功した施策や制度も取り込まれている。こうした
中で本当に大学発ベンチャーが必要であるかという前提を確認のうえ、経営資源とな
るヒト・モノ・カネのうちの技術があること＝モノは除外し、ヒトとカネという観点
から確認を行っていく。その先行研究をもとにリサーチクエスチョンと仮説について
検討を進める。 
まず、現状、大学発ベンチャーである必要性があるのかという点について検討する。
AUTM(2017)によると特許のうちの約 8 割は大企業でライセンスされ、大学発ベンチャ
ーとなるのは 2 割である。この比率で考えるとライセンスを伸ばす方が大学にとって
のメリットが大きいように見える。しかしながら、Shane(2008)は、大学発ベンチャー
が４つの点より重要であると説明しており、4 つの点から重要性を指摘している。１．
大学発ベンチャーは大きな経済的価値を算出していること。２．大きな雇用を生み出
していること、３．大学発ベンチャーは大学技術への投資を促進すること。４．地域経
済の発展を促進することが指摘されている。実際に 2017 年末時点の米国における時価
総額ベスト５のうちの 2社スタンフォード大学発ベンチャーである Alphabetグループ
社とハーバード大学発ベンチャーである Facebook 社が入っている。また、2017 年 12
月末時点の 2 社の株式時価総額で合計 1 兆 2422 億ドルの経済価値があり、合計 93,000
人の雇用を産み出している。また、研究開発費に関しては開発費上位 10 校だけで 175
億ドルが投入され、全米最大のカルフォルニア州立大学だけで 44 億ドルの研究開発費
を投下している。地域経済にも効果はあり、大学毎に地域クラスターが成立している。
例としてはテキサス州立大学が政府の研究機関である MCC（Microelectronics and 
Computer Technology Corporation)を誘致して、1970 年初頭には 5 万人だった人口は
現在では 97 万にまで増加している。このように大学発ベンチャーの価値があることは
実証されている。 
次にカネという観点では、起業時のカネを調達や環境支援する仕組みについて、確
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認を行っていく。Wright(2008)によると、1990 年代以降のイギリス、ベルギー、英国、
フランス、スウェーデンといった欧州諸国の大学発ベンチャーの調査した結果として
は、ベンチャーキャピタルといった資金供給が行われるだけでは大学発ベンチャーは
発展しないという事実を発見した。各国の政府により様々な枠組みが開発されたとの
説明がある。１．知的所有権の所有、２．大学の教員や研究者が公務員であることに対
して、起業しやすいように学者及び研究者の地位を変更すること、３．プロジェクト
や大学発ベンチャーを支援すること、４．大学や公共機関における 技術移転機関（TLO）、
インキュベーター 、シードキャピタルファンドを立ち上げることを挙げている。従い、
大学発ベンチャーを成長に導くには大学側の制度変更も含めて、政府の支援が必要で
あるとしている。実際に米国でのバイドール法制定以降の制度変更が新しい産業を生
み出すきっかけとなったと考えられる。 
最後に、ヒトに関してはどのように捉えられているかを確認していく。Shane(2008)
は 3 種類のタイプがあると指摘する。発明者がそのまま起業家になるパターン、TLO を
通じて外部企業家により創業するパターン、外部投資家が技術と起業家を結び付けて
創業するパターンがあるとしている。Etzkowitz(1989)はスター研究者が創業している
ことが成功するパターンであると指摘している。MIT－TLO の職員による記述でも、そ
の分野の真の専門家であり創業者が大きく成功を収めているとあり、知的財産権を獲
得することができないと業績を伸ばせないと指摘されている。山田（2015）もこの点
を支持しており、起業家的研究者の代替困難性があり、グローバルな研究環境の競争
とローカルな地域経済振興の中で企業家的研究者が重要な位置を占めると指摘する。
この中で知的財産権は研究者と切り離すことはできず、研究者チームに依存するとし
ている。更に高瀬(2017)も熟達経験は切り離せず、研究者が起業することが必然であ
るとしている。松田（2011）においては、教員が中心になって設立した場合には関係す
る学生従業員を採用することができ、優秀な人材確保には困っていない可能性がある
と指摘している。その一方で、Marcolongo(2017)によると大学発ベンチャーを経験し、
生存率が 70％の大学発ベンチャーの世界において、研究者が経営すると 7 割が失敗す
ると指摘している。また、プロケシュ（2017）による事例によるとランガー教授は、40
社の起業を行っており、すべてが独立もしくは M&A 先で生存し続けているが、ランガ
ー教授自身は経営者にはならずに技術アドバイザーに就任するのみとしている。研究
者が経営者になるべきという意見と研究者が経営者にならない方が成功するという両
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方の説が成立している状況にある。起業家の重要性は、長谷川(2010)でも経営人材に
対しての重要性を強く指摘している。松田（2011）において、「成長意欲の強い起業家
に率いられリスクを恐れない若い企業」と起業家が重要であることが主張されている。 
 
第 2節 リサーチクエスチョン及び仮説 
第 1項 リサーチクエスチョン 
上記の通り、大学発ベンチャーに関しての有用性はあることは確認が取れ、実際の
企業事例も含めて、効果があると考えられる。そこには技術的な優位性が強く、その
結果として、起業生存率も非常に高い状況にあると考えられる。その一方で、既存の
研究・教育業界である大学は、自発的にベンチャーを創業することはないため、外部
からの支援を得て、起業するための環境を整えることが必須であることも確認ができ
た。しかしながら、ベンチャーにおいて最重要な位置を占める起業家に関しては、先
行研究の中で統一的な見解がなく、事例に関しては各々の方向性を補足する研究事例
が記載され、他方を選ぶと失敗するとされる結果となっている。この点に関しては、
大学発ベンチャー成長させるためには「両方とも重要である」という結論には至らな
いと考える。 
このような状況を考慮し、本論文のリサーチクエスチョンを 
「日本の大学発ベンチャーが発展・成長するには、どのような経営人材が必要とさ
れるか」として、仮説の構築、及び検証へと進んでいく。また、解がない場合は提言ま
で盛り込んでいく。 
 
第 2項 仮説 
続いて、リサーチクエスチョンに対する仮説について検討を進めていきたい。 
起業家に関する記述は先行研究における相反する記述となっている。ここに何らか
のギャップが存在するため、日本の大学発ベンチャーが成長している可能性があると
考え、下記の通りの仮説を設定する。 
 
１．研究者以外が経営人材となることが正であること 
２．経営の段階によって求められる経営人材が異なること 
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仮説にあたって、前提としては、政府主導の政策が最適化されていることと起業す
る技術の品質差異がないこととする。 
この前提のもとに、 
１．の仮説の理由としては、経営人材が研究者の場合、生存率が低くなるのであれ
ば、POC 前、POC 後、試作品作成と商業化過程に進むにつれて占める比率が下がってい
く必要がある。また、人材が豊富であれば、POC 前のフェーズの比率が最大になるはず
である。上述の図表 10 にて確認するとそのような状況になっていない。むしろ、創業
数が減少していることを考えると経営人材が不足していると考えられる。 
２．の仮説の理由としては、各々段階によって求められる経験及びノウハウが異な
る。製品化するまでは研究開発が続くが、製品化以降は経営技術を求められるように
なる。 
技術と経営能力を兼ね備えている人材、もしくは研究者が必要に迫られ、後天的に
経営能力を身に着けるが最適ではあるが、段階によって、最適な人材を配置するとい
う方法もあるかもしれない。 
 
第 3節 検証方法と対象組織 
本節では、第二節で提示した仮説に対しての検証を行う。対象組織へのインタビュ
ー、により、大学発ベンチャーを成功に導くための施策や現状の課題を明らかにして
いく。 
◇検証方法 
インタビューについては、仮説に従い、以下の項目を明らかにしていく。 
大学発ベンチャーの成長阻害要因で重要と思われる以下の状況をインタビューする。 
① 各組織の現状 
② 大学発ベンチャーの状況 
③ 経営人材について 
④ その他 
 
◇対象組織 
 今回、インタビュー・事例研究の対象とした企業の選定条件は以下の 2 点である。 
① 大学発ベンチャーを大学側から支援する立場にある組織 
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② 大学発ベンチャーを資金面や運営そのものを支援する組織 
③ 大学発ベンチャーと関りはなく、客観的に外側からみている組織 
 以上の観点から調査を進めていく 
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第４章 仮説への考察 
第 1 節 インタビュー結果 
第 1 項 東京大学産学協創推進本部イノベーション推進部 長谷川克也特任教授 
本項では、日本最大の大学発ベンチャーを輩出している東京大学を対象とする。そ
の中でも、東京大学の研究・教育成果の事業化・実用化を目指した起業・大学発ベンチ
ャーに対する支援を行っており、インキュベーションセンターやベンチャーキャピタ
ル・ファンド、学生向けの起業教育を担っている組織が産学協創推進本部となる。傘
下には、2004 年 4 月に東京大学独自のベンチャーキャピタル・ファンド運営会社であ
る株式会社東京大学エッジキャピタル(UTEC)や 2016 年 1 月に投資会社である東京大
学協創プラットフォーム開発株式会社を抱えている。大学発ベンチャーの支援機関と
して先行者である東京大学協創推進本部の長谷川克也特任教授へヒアリングを行った。 
 
沿革 
年 内容 
1995 年 科学技術基本法施行 
1998 年 
投資事業有限責任組合法（ベンチャーファンド法）制定, 大学等技術移転促進法
（TLO 法）制定,(株)先端科学技術インキュベーションセンター,承認 TLO 認可取得 
1999 年 産業活力再生特別措置法（日本版バイドール法）制定 
2000 年 産業技術力強化法制定 
2001 年 産学連携に関する全学的検討開始,(財)生産技術研究奨励会承認 TLO 認可取得 
2002 年 産学連携推進室発足,知的財産基本法制定 
2003 年 産学連携推進委員会発足,大学知財本部整備事業開始,国立大学法人法制定, 
2004 年 
国立大学法人化,産学連携本部発足,(株)東京大学エッジキャピタル発足,ユーテッ
ク一号投資事業有限責任組合設立,インキュベーション事業活動開始 
2005 年 東京大学アントレプレナー道場活動開始 
2006 年 
寄附及びライセンスに伴う株式等の取得取扱に関わる学内規則の制定,東京大学特
許公開情報 PP を HP に掲載,複数企業との共同研究創出プログラムを開始 
2008 年 研究ライセンス取扱ガイドライン制定及び、特許公開リスト掲載開始 
2009 年 UTEC2 号投資事業有限責任組合設立,ライセンスポリシー制定 
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2011 年 工学系大学院科目"Innovation and Entrepreneurship" 開講 
2012 年 アントレプレナープラザ・共用インキュベーション室 開設,  
2013 年 
経産省「産学連携評価モデル・拠点モデル実証事業」開始,UTEC3 号投資事業有限
責任組合設立（(株)東京大学エッジキャピタル） 
2014 年 文科省・EDGE プログラム 開始 
2016 年 
東京大学協創プラットフォーム開発(株)設立,協創プラットフォーム開発 1 号投資
事業有限責任組合設立 
（出所）著者作成：同学ホームページ(https://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/index.html)より作成 
 
<大学側の支援状況> 
 東京大学産学協創推進本部の活動の主業務は大企業との共同研究を起こすとなって
いる。その中でベンチャー支援は本部内では小さい位置付けとなっている。業務内容
としては、インキュベーション施設に入っている企業への支援と大学及び大学院生向
けの起業家教育活動となり、活動時間も半々程度となっている。 
 企業支援に関しては、インキュベーション施設を持っており会社の選定およびサポ
ートを行っている。インキュベーション施設に入るという段階のため、起業後の支援
が主体となっている。会計事務所や弁護士のボランティア的な協力を得て、士業系の
支援を行っている。合わせて、産学協創推進本部には民間出身者が多いので、経営活
動支援も行う場合や投資家の紹介、メディアへの露出支援、人的なネットワーキング
等を行っている。しかしながら、大学の先生の技術を元にした場合は、大学の先生が
チャネルを持っている場合やチャネルを持っている社長が入ってくる場合が多いため、
支援することはあまりない。 
 学生向けの起業家教育に関しては、アントレプレナー道場という起業育成授業を行
っており、現在 13 期目となっている。単独で行っていたが、最近では工学部と連携し
た講座も立ち上げている。今後は、各専門分野の様々な領域のメンターを揃えていき
たいと考えている。 
 
＜大学発ベンチャーについて＞ 
 経産省からレポートを出しているが、本当に減っているのかは疑っていると考えて
いる。東京大学では産学協創推進本部専門の組織があり、調査を行っているが、他校
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では調査する機関が存在しておらず、継続的に調査しているデータはないと考えてい
る。ベンチャー学会で発表した資料にあるように、2015 年時点で 245 社の大学発ベン
チャーが確認されており、そのうち廃業が 4％となっており、生き延びている会社も多
い。更に、2008 年から 2014 年時点で 70 社以上の増加があることを考えると増加して
いると考えられる。また、これは東京大学が特殊ではなく、把握が困難であることが
要素として大きいためと推察している。しかしながら、地方の大学だと増えている実
感がない状況である。大学発ベンチャーも状況が変わってきており、10 年前は大学の
先生が一生懸命でねじり鉢巻きで起業するのが大学発ベンチャーと思われていた。実
際のところ、アメリカを事例にすると大学の先生は起業せず、技術アドバイザーに参
画する程度であるが、日本でも徐々に同様な形に変わってきている。 
 また、成功企業として、IT 関連がみられる理由としては、ソフトウェアは学生自身
でも作成でき、サービスの立ち上げもできる。その結果、シリアルアントレプレナー
もでてきて、エンジェルとなってきている。いい循環ができつつある。内容としては
軽い IT、Web サービス等であり、B2B のエンタープライズソフトウェアはまだまだ少な
い。モノづくりはもっと少ない状況である。 
 こうしたビジネスを担う人材がいないことが一番の課題と考えている。 
 
＜大学発ベンチャーの経営人材について＞ 
 日本では人材の流動性が低い。また、大学卒業後、新卒で大企業に入ると出てこな
い。この状況で問題点としては、本人の特性が起業家向きにも関わらず、周りの家族
や友人に起業家がいない環境のため、起業するという選択肢に気づかないという人が
いる。大企業に入った結果として、大企業の仕組みに染まっていくのがもったいない
と考えている。日本ではベンチャーが成長しないのはこのことが理由と考えられる。
そのため、起業する人も少なく、経営者層が育ってこない現状にある。その一方で、ア
ントレプレナー道場という起業教育を受けて、大学を卒業してそのまま大企業に入社
するが、5－10 年位の経験を積んで、実際に立ち上げるという事例が出てきている。道
場の 1期生に関しては 3人が起業したという事例もでてきている。起業教育を通じて、
起業という選択肢があるということを伝えていきたい。 
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＜起業経験者からの活用＞ 
 東京大学理学部博士号取得者が、外資系のコンサルティングファームに就職して、3
年程度でベンチャーをやってみようという人が出てくる。技術もわかり、経営につい
てもわかり、更に業界の人脈もコンタクトがある。直近の 5 年位は投資銀行や外資系
コンサルの人が起業家人材になってきている。最終的には人次第ではあるが、上手く
回っているように見える。臨機応変にあるリソースで最大限に活用して、運営してい
るが、個人差もでている。このような人々はコンサルティングファームの卒業生のネ
ットワークから情報を得て、起業するという流れになっている。 
 
<支援制度の在り方について> 
 日本の金融系のベンチャーキャピタルはリスクを取らず、額も低く数千万単位で横
並び投資が多いのでキャピタルからの投入される金額が少ない。ただ、以前と比較す
ると、大学系も含めたベンチャーキャピタルはリスクを取るようになった。 
それに対して、地方に行くとベンチャーキャピタルがあまりいない。大学の技術を
使って大学発ベンチャーを興す場合、地方大学や地場の経済界は支援するが、生き延
びるための支援となっている。併せて、研究費を研究室で貰うわけにはいかないとい
うことで、別の会社で支援を受ける場合もある。大学発ベンチャーは経済に貢献する
からということで、色々な制度を作って補助金を入れるだけでは効果が出ない。地場
産業の育成とか地方経済の活性化という意味では中小企業も大切であるが、スタート
アップベンチャーと中小企業の目標は異なり、それぞれの施策に分けるべきと考える。
東京大学や早稲田大学等の大都会にある大学であれば、大学のリソースを使って、中
小企業に留まっているような会社はサポートする必要はない。 
経営者の事業計画や経営者に魅力のあるスタートアップ企業に対して、貴重なスペ
ースや費用、ヒトを使って支援対象とし、将来的に大きな会社になって雇用生んで、
日本の経済に寄与するような会社でなければ意味がない。それが国のスタートアップ
支援のあるべき姿と考える。我々のインキュベーション施設に入っている会社はその
ような会社であることが要件としている。現状の累計で 60 数件、上場が 4 社、M&A が
6 社出ている。どんどん入れ替わっていくのが、理想だが若干長く平均 4 年位。重たい
技術を使った会社の場合は時間がかかっている。 
 まだまだ、ベンチャーキャピタルが充実していないということでベンチャーにお金
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が回ってこないという課題はあるが、東京大学の起業した会社にはいい技術があれば、
お金がつくようになっている。それを担う人材がいないことが大きなネックであると
感じている。 
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第 2 項 ウエルインベストメント株式会社 瀧口 匡 代表取締役社長 
本項では、大学発ベンチャー向けのベンチャーキャピタルの老舗であるウエルイン
ベストメントを取り上げる。ウエルインベストメント社は 1993 年に早稲田大学アント
レプレヌール研究会（ＷＥＲＵ：ウエル）というベンチャーの研究教育機関を基盤と
して、早稲田大学アジア太平洋研究センター、早稲田大学ビジネススクール、早稲田
大学知的生産本部、理工学総合研究センター等と連携し、ベンチャーキャピタルとし
て、日本で大学発ベンチャーの立ち上がりより大学発ベンチャーに対して投資や運営
支援を行っている。文部科学省（現：国立研究開発法人科学技術振興機構に移管し継
続）の大学発新産業創出拠点プロジェクトの立上時より事業プロモーターとして参画、
更に経済産業省の外郭団体である国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発
機構にて実施する研究開発型ベンチャー支援事業の立上時の認定ＶＣ機関 11 社等に
選定されるなど、日本の大学発ベンチャーを支援するベンチャーキャピタルである。 
 
＜会社概要＞ 
ウエルインベストメント株式会社 会社概要 
正式社名 ウエルインベストメント株式会社 
本社所在地 東京都新宿区喜久井町 65 番地 糟屋ビル 3 階 
設立 1998 年 
代表者 瀧口 匡 代表取締役社長 
事業内容 ベンチャーキャピタル及びそれに付随する支援業務（特例法届
出者 2007 年 12 月） 
第二種金融取引業、投資運用業（関東財務局長（金商）第 2585
号） 
資本金 461,750,000 円 
社員数 非開示 
（出所）著者作成：同社ホームページ(http://www.weruinvest.com/about_profile_ja.html)より 
 
＜大学発ベンチャーについて＞ 
技術を基盤とするため、ビジネスプランをベースに Web やスマホアプリで実現する
学生ベンチャーとは異なり、非常に重たい作業が発生する。試作品、研究試作品、ビジ
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ネス化、会社化と段階を上がっていく形態をとるため、資金需要が高い状況となる。
また、基礎研究、応用研究、実証研究、試作品作成段階までは、国立研究開発法人 科
学技術振興機構や国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の助成を活
用することで、実現が可能となっている。その選定もベンチャーキャピタルがエージ
ェントの立ち位置で事業化の可能性のあるものを選定し、支援を行っていく。その上
で、上記の試作品段階まで到達し、事業化段階で支援した会社に対して、出資を行う。 
 
＜大学発ベンチャーと大企業との違いについて＞ 
大企業では時間とお金をかけて、品質を高めるべく、きっちりとしたモノづくりが
行われる。それに対して、ベンチャーは今までの世の中のしがらみがないため、自由
に発散して、思い切った判断を行うことができる。大企業では想定しえないプロセス
の見直しやコスト削減の実現が必要となる。 
 
＜大学発ベンチャーの経営人材について＞ 
大学発ベンチャーに適した経営人材は、経営という専門性が問われるため、特許を
持つ大学の職員や教員では対応できず、同様に TLO にもいない状況である。大学外を
見た場合、優秀な人はいるが大企業に就職する傾向が強く、雇用市場が流動化してい
ないため、経営者となれる人が少ない。外部に出てきても、1 回目の転職で入社しても、
立ち上がりに半年から 1 年はかかる。最低でも２～３社の会社で働いた経験、特にベ
ンチャーでの就業経験があれば、会社に合わせた働き方も可能となる。未経営の未経
験者は雇われている感が強い傾向にあり、経営者で判断できる内容までベンチャーキ
ャピタルに相談が来る場合がある。また、人材確保ができないため、瀧口社長自身が
大学発ベンチャーの社長として就任している会社もある。 
また、彼らに求める能力としては、技術をマネタイズできること、社内の人材や方
針等の全体を管理できること、社外に対してのビジネスデベロップメントができるこ
とが必要である。必要に応じて、成功のために戦略の転換も含めて判断できる必要が
ある。製造や技術の専門性知識は必ずしも求めない。別途専任の担当を雇用すること
でも賄うことが可能である。 
この人材を確保する方法としては、ベンチャーキャピタルが自社の伝手を介して、
確保することが多い。報酬としては、給与と株式で支払いがなされる。ただし、高額な
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報酬ではない。IPO や M&A 等でのエクジット時点での報酬が大きな割合を占める。 
 
＜経営期間について＞ 
上場もしくは大企業との M&Aといった Exitの段階までが経営する期間として想定し
ている。その次の段階においては、経営目的が異なってくるため、その段階で適した
人材が担当することが望ましい。ゼロから立ち上げる能力とイチからさらに加速させ
る能力は異なると考えている。 
＜起業経験者からの活用＞ 
起業経験者は最適であるが、成功した人は自己資金やベンチャーキャピタルから調
達して、自分自身で実現することが多くなる。この人材を活用して、大学発ベンチャ
ーの経営者を確保することは厳しい。 
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第3項 GLOBAL CATALYST PARTNERS JAPAN 大澤弘治 マネージング・ディレクタ
ー 兼 共同創設者 
本項では、米国のシリコンバレーでベンチャーキャピタルを運営し、日本のイノベ
ーション促進および人材市場の活性化のために日本に進出してきた GLOBAL CATALYST 
PARTNERS JAPAN 社(GCPJ)を対象とする。Global Catalyst Partners（GCP）は 1999 年
に米国シリコンバーに創業し、これまでに 3 ファンドで総額約 3 億ドル（約 350 億円）
の資金を調達し、米国、イスラエル並びにアジアのアーリーステージのＩＴ関連ベン
チャーに投資活動を行っている。また、GCPJ では GCPJ に出資する日本大手企業に対
し、各社の既存ガバナンス・社内管理システムと整合性を保ちつつ、ベンチャー的メ
カニズム・オープンイノベーションを実現する新規事業開発プラットフォームを提供
し、社内の人材活性化を行う方向性で進んでいる。 
 
＜会社概要＞ 
Global Catalyst Partners Japan 投資事業有限責任組合 会社概要 
正式社名 Global Catalyst Partners Japan 投資事業有限責任組合 
本社所在地 東京都港区南青山１−１−１ 新青山ビル西館７階 
設立 2014 年 8 月  
Managing Director 大澤弘治、Kamran Elahian、Vijay Parikh、Art Schneiderman 
事業内容 ベンチャーキャピタル及びそれに付随する支援業務 
想定運用総額 50 億円 
社員数 非開示 
（出所）著者作成：同社ホームページ(https://gcp-j.com/)より 
 
<投資方針> 
人、市場、技術という投資基準が存在しており、各社基準は異なる。Global Catalyst 
Partners は、人を見て投資を行っている。米国の大手ベンチャーキャピタルのセコイ
ア社は市場を見て、投資を行っている。この差異は、セコイア社は対象市場が魅力的
であれば、経営人材を変えれば、成功すると考えているためである。このことは、シリ
コンバレーには人材のプールがあるから実現できることである。 
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<大学発ベンチャーについて> 
大学発ベンチャーそのものには魅力がない。理由としては、大学の先生が経営しよ
うとしても上手くはいかない。目標とするものが違うため、うまくはいかないと考え
ている。そのため、会社が立ち上がった段階で、大学の先生を排除する仕組みが必要
と考える。技術面に関しては大学の先生の研究室の人材もしくは弟子でカバーをする。
理想としては、早い段階で別の人材が技術に関してはキャッチアップすることが必要
である。 
 
<経営人材について> 
今までの投資実績先で見ると、創業者は若く 20 代であり若い人材が最適である。ま
た、海外で産まれた人が創業メンバーに入っていることがある。多様性がある会社の
傾向がある。併せて、既存で存在している技術をリインベントもしくはディスラプト
しているものが対象となっている。 
また、シリコンバレーでは人材がいるが、その他の地域では経営人材が不足してい
る。 
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第 2 節 インタビューまとめ 
第１項 仮説に対する考察 
今回、インタビューした結果としては、研究者が経営人材として前面に出るという
ことは完全に否定された。3 者ともに「１．研究者以外が経営人材となることが正であ
ること」は肯定された。また、技術の懸念に関しては、技術アドバイザーとして、研究
者もしくは弟子が入ることで解消しうるということもわかった。また、基礎研究段階
から起業するのではなく、POC 完了段階から起業するという流れになっている。 
従い、「２．経営の段階によって求められる経営人材が異なること」に関しては、否
定された。既に研究者が離れる段階に入っているため、経営人材の切り替えが必要と
ならない状況が原因と考えられる。 
 
第 2項 インタビューからの考察 
 今回、ヒトに関わる点がポイントになると推察はしていたが、まさに経営人材に関
わるところ全員が共通して課題として取り上げられた。特に瀧口社長に至っては、投
資した会社の経営人材が不適正ということで辞めてもらった上で、自分自身が社長と
して東京から京都の大学発ベンチャーの経営を行う状況にまで移行していることであ
る。この点が日本の大学発ベンチャーの発展の阻害要因であると考え、現状を再整理
し、課題の分析を行っていきたい。 
 
① 起業家教育の効果： 
まず、最初に経営人材を確保するためには育成が必要となる。その施策も行われて
いる状況である。大学で起業家教育は行われており、起業家育成には一定の効果が出
ている。今回訪問した東京大学のアントレプレナー道場では、現在まで 12 期 2,300 人
の受講生がいる。そのうち、100 人程度が起業に至っている。また、大企業に就職後、
５～10 年程度で退職して、起業するものも一定数がいるということであり、中長期的
にも効果があると考えられる。しかしながら、今回、長谷川特任教授からはこの卒業
生が東京大学発ベンチャーの経営者になったという話は聞けなかった。更に瀧口社長
からも自分で起業した人材がシリアルアントレプレナーになる場合、自分で資金調達
を行う等で、大学発ベンチャーの経営人材には流れてこないという話である。従い、
現在の文部科学省の施策として、進められている起業家教育である次世代アントレプレ
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ナー育成事業 （EDGE-NEXT）（図表８） は、起業家育成に貢献するが、大学発ベンチ
ャーの起業家の供給には効果が出ない可能性が高い状況といえる。 
 
② 起業家教育のギャップ： 
 長谷川特任教授にアントレプレナー道場の教育内容の説明を受けたところ、2017 年
度 東京大学アントレプレナー道場（第 13 期）の講義内容は以下の通りとなっている。 
１．起業論入門編（アントレプレナーシップ I）：毎週起業家をゲスト講師にお招きし
て、起業の経緯やリアルな事業の現場、研究とビジネスの違いやキャリアとしてのス
タートアップについてなどを学ぶ。7 回合計 10 人の起業家から講義を受ける形式。 
２．起業論基礎編（アントレプレナーシップ II）：事業計画作成と創業の基礎知識を
講義形式で学ぶ。第 1 回「イノベーションの担い手はスタートアップ」、第 2 回「誰
にどんな価値を届けるか」、第 3 回「勝ち残るための競争戦略」、第 4 回「ビジネス
プラン」「株式会社の仕組み」、第 5 回「資金の集め方」、第 6 回「ベンチャーにおけ
る財務や会計の基本」、第 7 回「会社設立時に用意すること」 
３．起業論応用編（アントレプレナーシップ III）：ワークショップ形式でビジネスア
イデアを議論しながらスタートアップの思考法を学ぶ。第 1 回「スタートアップのア
イデア」、第 2 回「ビジネスピッチの構成」、第 3 回「スタートアップの成長戦略」、
第 4 回「カスタマーヒアリング」、第 5 回「エレベータ・ピッチ」、第 6 回「投資家
の視点」、第 7 回「アントレプレナーシップ・チャレンジの聴講」 
４．アントレプレナーシップ・チャレンジ（ビジネスプランコンテスト）：入門編～応
用編で学んだ内容の集大成として、チーム制のビジネスプランコンテストを行う。最
終発表までに専属のメンター（社会人アドバイザー）の指導の下、約 2 か月にわたっ
て、皆さんのアイデアをブラッシュアップしていく。 
内容としては、起業に関する理念とビジネスプラン、資金調達という会社を創設す
るまでが対象となっている。 
また、EDGE PROGRAM を実施している東京大学、東京農工大学、東京工業大学、滋賀
医科大学、京都大学、大阪大学、奈良先端科学技術、大学院大学、広島大学、九州大学、
大阪府立大学、慶應義塾大学、早稲田大学、立命館大学の各校の内容もほぼ同様の内
容である。慶応義塾大学に関しては試作品を作成する段階まで実施する内容となって
いる。 
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この内容に対して、実際の経営人材を求める瀧口社長のニーズとマッチするかを考
えてみたい。前述のヒアリングによるとビジネスデベロップメントや戦略のピボット、
人材のマネジメントができる人材であった。これは長谷川(2010)によるスタートアッ
プ段階や成長段階における課題、具体的には経営者に関する課題、事業に対する課題、
経営チームに対する課題、資金繰りに対する課題、ビジネスプランに対する課題に対
処できる人材を求められている。しかしながら、上記の教育はこの前段階のベンチャ
ー企業の意義やベンチャー企業の事業構想段階までで終わっている。しかしながら、
現状ではこれを満たす教育が存在しておらず、スタートアップ段階、成長段階の経営
経験者の知見に頼らざるを得ない状況になっている。 
 
②  経営・技術分離と移行段階 
  大澤マネージング・ディレクターや長谷川特任教授が共通して指摘していた点とし
ては、大学の先生・研究者が基礎研究から応用研究、試作品という段階を経るまでは
マネージはしているが、実際にビジネスのフェーズに入った段階で、経営層から離れ
るべきという話と技術アドバイザーという形で離れていくことが必要と挙げられてい
る。これはプロケシュ(2017)もマサチューセッツ工科大学のボブ・ランガー研究室の
例を取り上げ、教授自身は経営には携わらずに学生を送り込むことで成功に導いてい
る。 
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第 5 章 結論 
前述のインタビューを基に、3 者で共通し、かつ最重要課題として挙げられていた
点は、経営人材の不足である。特に更に人材供給の仕組みがまだ確立しておらず、対
処はなされていないということがわかった。そして、各者各々が属人的なネットワー
クを介して、経営者を獲得している。場合によっては、獲得ができないため、ベンチ
ャーキャピタルそのものが経営を行うという状況に陥っている。 
では、どのようにすれば、人材を確保できるのであろうか。一般的な人材獲得方法
は以下表で整理した。 
 
図表 11 人材獲得方法比較一覧 
項番 調達方式 能力 コスト 母集団 獲得時間 コメント 
1 知人 高 低 少 短 限られた人数となり、拡大は困難 
2 ビジネス SNS 
(例 LinkedIn) 
高 低 少 中 
LinkedIn は日本では 64 万人、人
材獲得の利活用実績は低い 
3 
人材紹介会社 高 高 多 短 
最適な素材を確保。ただし、未経
験者が多く教育と採用費用が高
い。 
4 
人材派遣 低 低 多 短 
派遣用人材のため、適切な人材提
供は厳しい。 
5 
ハローワーク 低 低 多 短 
利用者の条件と比較すると要件に
合わない 
6 学校（大学） 低 低 多 長 新卒では経験者もおらず厳しい 
7 
一般公募 低 高 少 長 
周知を自社で実施する場合、時間
とコストが高い。 
出所：筆者作成 
 
今回の重要視される項目として、経営能力、採用にかかるコスト、経営人材候補と
なる母集団の大きさ、最後に採用までにかかる時間を検討項目とした。 
1 項目の現在の知人経由で確保する方式では、年間数百件の起業を確保することは
困難と言わざるを得ない。知り合いの範囲でかつ、有用な人材は数人程度は確保でき
る可能性は高い。しかし、毎年数人～数十人を獲得し続けることは困難と考えられ
る。 
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2 項目の SNS 方式は今後、ベンチャーキャピタル等が経歴を見て、声がけを行う方
式は今後、成長してくる可能性はある。日本マイクロソフトの採用は直近より、
LinkedIn を活用している。自社の求める経歴に適した人材を一本釣りできる可能性は
ある。現段階では日本に居住するユーザー数は 64 万人であり、IT 業界かつ外国人が
多い状況にある。中長期的にはこの方式も活用される可能性もあるが、まだ現段階で
は大学発ベンチャーという観点では厳しいと言わざるを得ない。 
3 項目の人材紹介会社経由の場合は、ビジネスモデルの方式が契約より半年で数百
万のフィーが発生する。この方式はスタートアップやベンチャーキャピタルには馴染
みづらいモデルと考えられる。逆にストックで払う方式は、人材紹介会社には回収が
長期かつ、回収リスクも高いため、採用されないと考えられる。 
4 項目以降は質が前提となるため、検討対象外になると考えており、除外されると
考える。実際に経営者経験やポテンシャルのある人材が確保することは困難と考えら
れる。 
以上より、現段階で外部から人材を確保するには知人経由にならざるを得ない状況
は容易に理解ができ、代替策がない状況である。この状況の改善がなされなければ、
減少傾向にある大学発ベンチャーの成長は見込めないと考える。ただ、この状況に対
して、リカレント教育の現場、ビジネススクールにおいての起業家教育を実施してい
ることも確認はできている。いくつかの例を挙げると早稲田大学インキュベーション
センターによる「起業家養成講座」、東京大学産学協創推進本部、（株）東京大学エ
ッジキャピタル、（株）東京大学 TLO の 3 者による「東京大学アントレプレナー道
場」、立命館大学による「産学協同アントレプレナーシップ教育プログラム」、京都
大学「京都大学起業家育成プログラム（GTEP）」と様々なプログラムが存在する。こ
の内容は、成功した起業家の話（成功談）を聞くこと、ビジネスプラン作成、財務の
基礎、ピッチとゼロから起業するまでの段階の教育を行っている。今回のベンチャー
キャピタル側である瀧口社長へのヒアリングによると、求めている人材は０から１で
はなく、１から１０、１００へと拡大させられる人材である。従い、起業家養成講座
で教えられる会社を立ち上げるまでの段階ではなく、立ち上げた後の段階の教育が必
要となる。スタートアップならではの差別化が図れる戦略を描けることや、ターゲッ
トとなるマーケットの選定、人材の確保や解雇、資金繰り等の中小企業と似た企業経
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営であるが、スタートアップならではの J カーブを描き、成長曲線に持っていく戦略
を実現できる人材養成が必要となる。 
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第 1 節 大学発ベンチャー発展に向けての提言 
提言として、経営人材供給エコシステムの確立することと段階毎の経営人材の役割
変更をすることの２点となる。 
1 つ目の経営人材供給エコシステムに関しては、ウエルインベストメントの瀧口社
長と東京大学の長谷川特任教授が共通して指摘されていた点としては、優秀な人材は
大企業に新入社員で獲得され、労働市場に出てこないこととある。私自身の経験から
は、人材が不足しているという情報は一般的にはなく、通常の転職市場には情報が流
通していないことも大きいと考える。実際に長谷川特任教授によると東京大学の大学
発ベンチャーでは、一部の人脈により情報を入手し、起業に至っているとの話もあり、
人材と TLO やベンチャーキャピタルとの接点が少ないことが大きいと考える。その一
方で、大企業から人の流動性がないかというと、機会があれば、転職を行うという事
実もある。私が所属している早稲田ビジネススクールで働きながら通っている夜間の
学生のうち、同学年内ではこの 2 年間で１～2 割は転職しており、同じゼミ内の 12 名
中半数が転職する状況にある。更に卒業後に転職を検討している人も含めると更に多
くの生徒が新しい環境で働くこととなると考えられる。これは他校の生徒でも同様の
傾向がみられる。リカレント教育の影響を受け、自分のキャリアについての選択肢を
考え直す時期がきている。今回の瀧口社長のインタビュー内容を元に、起業希望者や
ベンチャーキャピタルへの転職希望者にヒアリングを実施した結果として、全員が機
会を得られるのであれば、話を聞いてみたい、もしくはチャレンジしたいという内容
であった。 
人材に対して起業/経営する機会と TLO やベンチャーキャピタルとを結びつけるこ
とを提案したい。ビジネススクールを含むリカレント教育機関が社会人教育を行って
いるが、様々な就業経験やバックグラウンドを持つ人材が多数入学している。この人
材と、スタートアップ企業に対して、授業の一環として、年間を通して、ケース作成に
よる分析、インターン制度により働きながら現場を経験や大学教授も含めて、コンサ
ルティング/アドバイザリを行うことにより、密接に経営の現場や意思決定の流れを経
験させる。併せて、ビジネスにおいて不足する知識を身に着けることにより、経験す
ることができる状態とする。そして、卒業後は希望する卒業生に対して、アントレプ
レナーインレジデンスという形で、各スタートアップ企業に対して、アドバイザーや
専門知識/業界に対してのメンターとして、登録を行う。また、このデータベースとし
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て、承認 TLO やスタートアップ企業に対して、経営人材候補として、公開も行う。こ
こから採用された人材に対しては、人材紹介会社と同様な仕組みで株式を大学や研究
室に対して紹介料を払う形態をとる。これは 2017 年 8 月 1 日付で文部科学省より国立
大学においても「国立大学法人及び大学共同利用機関法人が株式及び新株予約権を取
得する場合の取扱いについて（通知）」の通知が出されて、承認 TLO 及び国立大学にも
株式の長期保有が認められるようになった。これにより、承認 TLO の株式のみ保有可
能だった大学側が大学発ベンチャーの株式所有を対価として取得することも可能とな
る。この制度を有効に活用することで、大学側が特許を含めた技術及び技術者に加え
て、経営人材も含めて、支援する仕組みを実現できることとなる。将来的にはスタン
フォード大学が Googleの株式で 336百万ドルの収益をあげたような事例が出てくる可
能性もある。また、経営経験が少ない経営者に対しては、上述の学生を受け入れるこ
とにより、大学教員やアントレプレナーインレジデンスに登録された卒業生をメンタ
ーとして、活用することも可能となる。結果として、大学としても、上場時の売却益や
M&A による売却益が得ることが可能となる。そして、卒業生は新たなキャリア構築する
機会が得られることとなる。ここで成功した経営者はシリアルアントレプレナーとな
り、経営人材が循環的に増加していく仕組みが確立できると考える。 
図表 12 大学発ベンチャーにおける経営人材育成イメージ 
 
著者作成 
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2 つ目の段階毎の経営人材の役割変更をすることも必要と考える。起業経験者が
いる場合は、現状の状況に合わせて、戦略や人材を柔軟に確保でき、専門家として立
ち上げに集中でき、試作品が完成した段階から投入する形でもビジネスプランニング
は可能である。しかしながら、経験がない人材が参加する場合、瀧口社長が指摘する
ように受け身のサラリーマン的な経営者になりがちとなる。これは試作品や商用化が
終わった段階で、売ることだけがミッションとなってしまうためと想定される。その
ため、高くモチベーションを持ち、自社という位置付けに立つためには、POC の終盤に
該当する商用化の方向性が決まった段階で、投入することが最適と考える。この段階
で入ることにより、技術への理解の時間が確保できることと同時に、起業するという
段階に立ち会えるため、モチベーションも高く働く傾向がある。 [Marion, 2012] 下
記の図表にて、ステークホルダーとのパートナーシップの在り方には様々なパターン
があり、経験が少ない場合は担当領域毎に役割分担を行っている。また、Kaufman 
Foundation のレポートによると数社経験することで十分な意思決定を行える経験者に
育っている状況である。この際には、製品が作成されるまでは技術者が意思決定の主
体であるが、ビジネスデベロップメントの段階に入った時点で、主導権を経営人材に
移行することが必要となることも意識する必要がある。この移行が順調に進まず、特
許取得した開発者が経営する場合は、米国では 7 割が失敗となる統計値出ている。大
学発ベンチャーの生存率が 70％と考えると、異常に高い失敗率であることがわかる。
従い、技術系スタートアップとしては、段階毎に意思決定者を切り替えていくことが
必要となる。 
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図表 13 大学発ベンチャー成長の 4 分類 
 
出所：Marion, Ewing「UNIVERSITY TECHNOLOGY TRANSFER THROUGH ENTREPRENEURSHIP:FACULTY AND 
STUDENTS IN SPINOFFS」2012, Kauffman Foundation 
 
このように、現在の経営人材供給エコシステムの確立することと段階毎の経営人材
の役割変更することの 2 段階により、現状の課題となっている人材供給を改善できる
ようになると考える。更に経営人材が徐々に増えることにより、将来的にはシリアル
アントレプレナー人材も増えることを意味するため、起業文化が徐々に定着すること
を期待したい。 
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第 2 節 本研究の限界 
 本研究は現状の課題に対して、メンター制度であるアントレプレナーインレジデンス制
度と株式の制度を組み合わせることにより、提言を作成した。ただ、研究対象の実情より
やむを得ず主に４点の限界が生まれた。 
１点目は、ミッシングピースを埋めるという形での提言となっているため、これが実際
にステークホルダーに受け入れられるかどうかわからない点である。今回関わるステーク
ホルダーは各々本来違う目的をもった組織である。そのため、経済的に共通の利益がある
からといって、本当に実現性があるかは、各ステークホルダーに確認していく必要があり、
仮にアントレプレナーインレジデンスのような組織が立ち上がったとしても、その組織そ
のもの必要資源の検討まではいきつけていないことに実現性に限界が存在している。現実
の組織に即した形となっているため、一般論になってしまっている点に限界が存在すると
考える。 
２点目は、インタビューによって事実確認を行ったが、ヒアリング対象が少ないこと、
かつ東京エリアに限定されたため、他の大学発ベンチャーやベンチャーキャピタルでは同
様な状況であるのかを確認することができなかったことである。インタビュー形式は具体
的な内容は聞き取れるが、インタビューアー側の質問にも影響されやすいため、バイアス
がかかった結果の可能性もある。従い、裏付けの調査も含めて、統計調査により実態を幅
広い形で行う必要があったと考えている。調査対象・範囲が明確にできなかったことに限
界があったと考える。 
３点目は、日本においては政策や制度が毎年のように変更され、更に実施されている。
更に、大学側の制度変更も行われている。こうした状況下では現行の法制度上の問題点や
提言内容が法律上に適法性があるかなども含めて検討は行われていない。 
 ４点目は、知財が本当に起業し、世の中に展開、発展していく魅力的な価値があるもの
であるのかということについては検討していない。研究調査にマーケティング観点の有無
により、知財の性質も異なる。このように米国との比較では、知財の質の差異については
考慮がいれられていない。 
ただ、大学発ベンチャーは知的財産を有効に活用し、スピード感を持って、社会に還元
する仕組みとしては有効であると考えている。そのため、本稿で中心となった経営人材へ
の課題解消検討が進み、結果として、日本の国力の成長へ寄与する機会ができることを切
に願っている。 
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第 3 節 今後の研究課題 
今回は、既に産み出された知財、研究機関のアウトプットの有効活用するための仕
組みとしての大学発ベンチャーについて検討を行った。しかし、大学や研究機関が「知
財を産み出す工場」と考えた場合、生産性を高めるためには、どのようなインプット
を入れれば、もっと効果的な成果が出せる可能性がある。これはホワイトカラーの労
働生産性とも同様であり、知的労働者の生産性という課題に行きつくと考えている。
今後も大学発ベンチャーという仕組みについて、研究の深化を行っていきたい。更に
は今回の研究を機に自分自身で実証および実現ができるようになっていきたいと考え
ている。 
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